


世界のSBiを目指して

SBIグループ創業





















Q A

当社は、今後の成長に向けたさらなる事業推進のため、2010年

及び2011年に公募増資による自己資本増強を実施しました。2010

年





Q A

〈21世紀はアジアの時代へ〉

国際収支統計を見てみると、貿易収支が下落しているのに対し、

所得収支は増加傾向にあり、2005年を転機に所得収支が貿易収支













〈収益力重視の第2ステージへ〉

SBIグループを創業してからの10年間は、第1





※ 



営業利益（損失）
（単位：億円）

各事業の種類別セグメントにおける売上高
（2010年3月期及び2011年3月期）

マーケットプレイス事業
	 22.4% 57億円
ファイナンシャル・プロダクト事業
	 33.0% 85億円















為替証拠金（FX





ファイナンシャル・サービス事業





















財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項
当社代表取締役北尾吉孝及び当社最高財務責任者澤田安太郎は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有し
ており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監









当連結会計年度の経営成績の分析

当連結会計年度における当企業グループを取りまく事業環境は、



SBI





また、当企業グループ内のシナジーを一層発揮させ、海外に向
けて飛躍することを目指し、今後は以下のとおり金融サービス事業
の「ペンタゴン経営」を推進してまいります。

1.  形成された金融生態系のうち、「証券」、「銀行」、「損害保険」、
「生命保険」、「決済サービス」を金融サービスの5つのコア事業
とする。

2.  コア事業間を相互に連関させシナジーを発揮することで、グルー
プ全体の飛躍的な成長を促す。

3.  各コア事業を中心に、各コア事業のサポート機能をもつ関連企
業・事業を配置し、各コア事業とのシナジー効果を徹底的に追求







また、当企業グループは、その一部で行うデリバティブ商品を含
む取引活動によって損失を被り、結果として当企業グループの財政



18） 法令及び会計基準の施行又は改正に係るリスク
法令の施行又は改正が顧客、借り手、構成企業、資金源に影響を

及ぼすと共に当企業グループの事業の運営方法、国内外で提供し
ている商品及びサービスにも影響を与える可能性があります。か
かる法令の施行又は改正は予測不可能な場合があり、結果として、
当企業グループの事業活動、財政状態及び業績に影響を与える可
能性があります。
当企業グループの資金又は事業の一部に関連する規制機関によ

る承認や登録免除の撤回又は修正がなされた場合、かかる資金が













び業績に影響を与える可能性があります。

6）  住宅不動産関連事業及び生活関連ネットワーク事業における法
的規制について
不動産事業においては、その売買若しくは賃貸の代理又は媒介

等を行うための宅地建物取引業法に基づく免許を取得しているほ
か、総合不動産投資顧問業の登録を行っております。また、各種不
動産事業の遂行においては、国土利用計画法、建築基準法、都市計



  連結財務諸表

連結貸借対照表
SBI







（単位：百万円）
2011

少数株主損益調整前当期純損失（△） ¥△1,661
その他の包括利益：
その他有価証券評価差額金 △3,042

△















沿革



4月  （株）SBI証券がSBIフューチャーズ（株）を合併
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